
証券コード 5280

平成27年６月４日

株 主 各 位
静岡県静岡市葵区常磐町1丁目4番地の12

代表取締役社長 吉 田 立 志
　

第47期定時株主総会招集ご通知
　
拝啓 平素は格別のご高配を賜り厚く御礼申し上げます。
　さて、当社第47期定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご出席くださ
いますようご通知申し上げます。
　なお、当日ご出席願えない場合は、書面によって議決権を行使することができますの
で、後記の株主総会参考書類をご検討下さいまして、お手数ながら同封の議決権行使
書用紙に賛否をご表示いただき、平成27年６月18日（木曜日）午後６時までに到着す
るようご返送下さいますようお願い申し上げます。

敬 具
記

1. 日 時 平成27年６月19日（金曜日）午前10時
2. 場 所 静岡県静岡市葵区昭和町６番の２

　アイワンビル ７階アイワンホール
3. 目 的 事 項

報 告 事 項 1. 第47期（自平成26年４月１日 至平成27年３月31日）
連結計算書類並びに会計監査人及び監査役会の連結計算書類監
査結果報告の件

2. 第47期（自平成26年４月１日 至平成27年３月31日）
事業報告及び計算書類報告の件

決 議 事 項
第１号議案 剰余金の処分の件
第２号議案 定款一部変更の件
第３号議案 取締役８名選任の件
第４号議案 監査役１名選任の件
第５号議案 役員賞与支給の件
第６号議案 取締役報酬額改定の件

以 上
〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰
(お 願 い) 当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付へ

ご提出くださいますようお願い申しあげます。
(お知らせ) 株主総会参考書類、事業報告、計算書類及び連結計算書類に修正すべき

事 情 が 生 じ た 場 合 は、 イ ン タ ー ネ ッ ト の 当 社 ウ ェ ブ サ イ ト
（http://www.yoshicon.co.jp/）において、修正後の事項を掲載させてい
ただきます。
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添付書類

事 業 報 告

（自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日）

Ⅰ 企業集団の現況に関する事項
　1 事業の経過およびその成果

当連結会計年度におけるわが国経済は、経済政策や金融緩和策の効果による好

調な企業収益が設備投資の増加や雇用環境の改善に寄与し、緩やかな回復基調

にありました。しかしながら、消費税増税の影響が想定以上に大きく、デフレ

脱却に向けた景気回復は足踏みした状況で推移いたしました。

　当社グループが属する不動産業界では、低金利などを背景に個人の住宅取得

意欲は底堅く感じられたものの、建築費の上昇や消費税増税に伴う反動減の長

期化により、厳しい事業環境となりました。このような環境下にあって不動産

事業分野では、設備投資意欲の高まりを背景に補助金や節税をトータル的に提

案する企業誘致活動を推進するとともに、居住性や利便性を重視した分譲マン

ションや分譲宅地などを積極的に販売してまいりました。

　また、建設土木業界では、長期に低迷する公共事業の影響で需要が減少する

土木部材は、非常に厳しい事業環境となりましたが、人手不足の影響で急速に

需要が拡大している建築部材は、今後も堅調に推移することが予想されます。

このような状況下にあって環境事業分野では、土木部材については、販売価格

の引き上げや高付加価値製品の販売を強化し、建築部材は、不動産事業分野と

の連携をより密接にし、受注活動を強化してまいりました。

　この結果、当連結会計年度の売上高は210億69百万円（前連結会計年度比12.4

％増）、営業利益は27億56百万円（前連結会計年度比19.3％増）、経常利益は27

億93百万円（前連結会計年度比21.7％増）、当期純利益は17億19百万円（前連結

会計年度比45.2％増）となりました。なお、売上高、営業利益、経常利益、当

期純利益のすべてにおいて過去最高を更新いたしました。

　セグメントの業績は次のとおりであります。

　＜レジデンス事業＞

　レジデンス事業におきましては、当連結会計年度完成の分譲マンション４棟

や在庫分譲マンションの引渡しが行われ大幅な増収増益となりました。

　この結果、売上高は82億83百万円（前連結会計年度比71.8％増）、セグメント

利益は15億81百万円（前連結会計年度比120.4％増）となりました。
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　＜不動産開発事業＞

　不動産開発事業におきましては、静岡県内外の宅地分譲用地や横浜市などの

賃貸収益物件及び焼津市・袋井市などの工業施設用地や物流施設の引渡しが行

われ増収となりましたが、これら引渡物件などの販売費が増加したため減益と

なりました。

　この結果、売上高は53億67百万円（前連結会計年度比12.1％増）、セグメント

利益は11億38百万円（前連結会計年度比4.8％減）となりました。

　＜賃貸・管理等事業＞

　賃貸・管理等事業におきましては、富士市内や袋井市内の新規賃貸収益物件

の取得により、賃貸収入が増加したため増収となりましたが、これら収益物件

取得に係る租税公課負担などの増加により減益となりました。

　この結果、売上高は20億28百万円（前連結会計年度比42.4％増）、セグメント

利益は３億22百万円（前連結会計年度比9.7％減）となりました。

　＜インフラ事業＞

　インフラ事業におきましては、太陽光発電関連製品の販売引渡しが減少した

ことに加え、静岡県内での公共事業の縮減により土木部材の売上高も減少した

ため、減収減益となりました。

　この結果、売上高は51億41百万円（前連結会計年度比31.2％減）、セグメント

利益は94百万円（前連結会計年度比74.6％減）となりました。

　＜その他＞

　その他事業におきましては、衣料品販売の増加により増収増益となりました。

　この結果、売上高は２億48百万円（前連結会計年度比2.5％増）、セグメント

利益は63百万円（前連結会計年度比49.1％増）となりました。

　なお、記載金額には消費税等は含まれておりません。

　（事業セグメント別売上高）

区分

前連結会計年度 当連結会計年度 前連結会計年度比増減(△)

金額
(百万円)

構成比
(％)

金額
(百万円)

構成比
(％)

金額
(百万円)

増減率
(％)

レジデンス事業 4,821 25.7 8,283 39.3 3,462 71.8

不動産開発事業 4,786 25.5 5,367 25.5 580 12.1

賃貸・管理等事業 1,424 7.6 2,028 9.6 603 42.4

インフラ事業 7,475 39.9 5,141 24.4 △2,333 △31.2

その他 241 1.3 248 1.2 6 2.5

合計 18,749 100.0 21,069 100.0 2,319 12.4
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　2 対処すべき課題

　今後の経営環境につきましては、経済・金融政策の効果による株高・円安を

背景に、企業業績は好調に推移することが予想されます。また、企業業績の好

調が雇用改善や賃金上昇まで波及すれば本格的な景気回復の期待が高まると思

われます。一方で、円安による原材料費の高騰や人手不足による建築費の上昇

などに加え、新興国の景気減速やギリシャの債務問題などの景気減速リスクな

ど、楽観視できる状況ではないと思われます。

　このような状況下、当社グループは、常にコストを意識し従来手法を踏襲し

ないでコスト削減を実現し、新たな手法・商品・サービスで新たな顧客を創造

し、圧倒的な競争力の根源となる財務基盤を構築するという他社にはない三歩

進んだビジネスモデルを構築し、総合街づくり企業『ヨシコン』を目指してま

いります。

　セグメントごとの見通しを示すと次のとおりであります。

　＜レジデンス事業＞

　レジデンス事業におきましては、分譲マンションでは、独自の設計から販売

後のマンション管理及び各種サービスも含め、より快適な生活空間を兼ね備え

た物件を積極的に提供してまいります。具体的には、平成27年３月期在庫分譲

マンションの完売及び沼津市・菊川市の新規分譲マンション２棟の供給を予定

しております。

　さらに、再開発事業、医療・冠婚葬祭関係誘致事業については具体的に取組

んでまいります。

　＜不動産開発事業＞

　不動産開発事業におきましては、街づくりの仕掛け役として不動産価値を創

造し、商業・工業・物流施設誘致や、収益不動産物件及び分譲宅地の企画・開

発・販売を行ってまいります。企業、投資家、ハウスメーカー及びエンドユー

ザーのニーズにあわせ、静岡県内外において積極的に物件供給をしてまいりま

す。具体的な分譲宅地としては、静岡市などのニーズの高い地域と神奈川県な

ど静岡県内外の宅地の供給を予定しております。

　その他、市街地活性化事業や不動産流動化事業にも軸足を置いて、業務領域

の拡大を図ってまいります。

　＜賃貸・管理等事業＞

　賃貸事業におきましては、法人営業を中心としたリーシング活動の更なる強

化と、賃貸用マンション・商業施設・工業施設や駐車場物件の新規獲得と既存

賃貸物件の稼働率の維持、向上に注力してまいります。

　管理事業におきましては、アフターサービスはもとより、居住生活のサポー

トを行うためのマンション管理体制と快適なビジネスライフのサポートを提供

― 4 ―

定時株主総会招集通知 （宝印刷）  2015年05月20日 16時53分 $FOLDER; 4ページ （Tess 1.40(64) 20140530_01）



するビル管理体制を強化し、新たな収益獲得を推進してまいります。また、設

計部門におきましては、独自性をもった企画提案並びに建設を行い、フィーの

獲得を目指してまいります。

　＜インフラ事業＞

　インフラ事業におきましては、不動産開発事業との連携強化や、取引先建設

会社や設計事務所との関係強化を通し、人手不足の影響で今後の需要増加が見

込める建築部材の販売活動を強力に推進してまいります。

　また、高付加価値オリジナル製品として、大手ハウスメーカーとの共同開発

での住宅基礎「エンブルベース」や、建築物地盤改良工法「エンブルパイル」

などの地盤・基礎に向けた製品の販売を強化してまいります。さらに、プラス

チック製駐車場芝生保護材「エンブルグリーン」などのコンクリートにこだわ

らない製品の全国販売の促進を図ってまいります。

　インフラ事業は従来の事業構造の改革により成長産業への変化を推進してま

いります。

　＜その他＞

　その他事業におきましては、食を通して心と体の「健康」を実現するために

サービスを提供することにより、さらなる安定的な経営基盤の構築を目指して

まいります。

　これらにより、当社グループの連結通期の業績予想といたしましては、売上

高220億円、営業利益28億50百万円、経常利益28億50百万円、親会社に帰属する

当期純利益17億50百万円を見込んでおります。
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　3 設備投資等及び資金調達の状況

　当連結会計年度における設備投資の総額は４億24百万円となりました。その主

なものは、機械装置等の取得によるものであります。

　なお、資金調達の状況につきまして、特記すべき事項はありません。

　4 事業の譲渡、吸収分割又は新設分割の状況

　該当事項はありません。

　5 他の会社の事業の譲受けの状況

　該当事項はありません。

　6 吸収合併又は吸収分割による他の法人等の事業に関する権利義務承継の状況

　該当事項はありません。

　7 他の会社の株式その他の持分又は新株予約権等の取得又は処分の状況

　該当事項はありません。

　8 財産および損益の状況の推移

区 分
第44期

(平成24年３月度)
第45期

(平成25年３月度)
第46期

(平成26年３月度)

第47期
(当連結会計年度)
(平成27年３月度)

売 上 高 (千円) 13,579,646 18,113,526 18,749,986 21,069,279

経 常 利 益 (千円) 1,450,683 2,102,037 2,294,293 2,793,103

当期純利益 (千円) 766,413 1,281,043 1,184,134 1,719,505

１株当たり当期純利益 (円) 101.93 172.36 159.78 232.74

総 資 産 額 (千円) 17,193,256 18,771,039 20,370,058 23,008,339

１株当たり純資産額 (円) 1,193.96 1,364.52 1,512.64 1,732.08
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　9 重要な親会社および子会社の状況

　 (1) 親会社との関係

　 該当事項はありません。

　 (2) 重要な子会社の状況

会 社 名 資 本 金 議決権比率 主要な事業内容

株式会社ワイシーシー 30,000千円 99.0％ 不動産賃貸業

株式会社ＹＣＦ 39,900千円 99.3％ 飲食事業、衣料品事業

イーグル商事株式会社 48,750千円 100.0％ 不動産開発事業

株式会社ワイシーエム 9,900千円 100.0％ 採石事業

(注) 1. 連結子会社は上記の重要な子会社４社であります。

　 2. 株式会社ワイシーエムに対する議決権比率のうち、間接所有によるものは

　 9.1％であります。

10 主要な事業内容

　レジデンス事業

　 マンション分譲、戸建住宅の販売

　不動産開発事業

　 不動産の売買、仲介、信託受益権販売業

　賃貸・管理等事業

　 不動産の仲介、賃貸借、管理、自社売電事業

　インフラ事業

　 コンクリート二次製品の製造販売、生コンクリートの製造販売

　 土木・建築資材、太陽光発電設備の販売、工事の請負

　その他

　 保険代理店業、飲食事業、衣料品事業
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11 主要な営業所および工場

名 称 所 在 地

本 社 静岡県静岡市葵区常磐町１丁目４-12

大 井 川 工 場 静岡県焼津市利右衛門2622番地

西 島 工 場 静岡県焼津市西島342番59

遠 州 工 場 静岡県菊川市嶺田5100番地

不動産開発事業本部 静岡県静岡市葵区常磐町１丁目４-12

イ ン フ ラ 事 業 本 部 静岡県静岡市葵区常磐町１丁目４-12

レジデンス事業本部 静岡県静岡市葵区常磐町１丁目４-12

株式会社ワイシーシー 静岡県静岡市葵区常磐町２丁目４-25 ＹＣビル６Ｆ

株 式 会 社 Ｙ Ｃ Ｆ 静岡県静岡市葵区常磐町２丁目４-25 ＹＣビル６Ｆ

イーグル商事株式会社
東京都千代田区丸の内１丁目３-１ 東京銀行協会ビル
ヂング15Ｆ

株式会社ワイシーエム 静岡県静岡市葵区常磐町２丁目４-25

12 従業員の状況

　企業集団の従業員の状況

区 分
当 連 結 会 計
年度末従業員数

前 連 結 会 計
年度末比増減

平 均 年 令 平均勤続年数

男性 116名 ３名減 42.3才 15.6年

女性 18名 ― 31.7才 7.3年

合計又は平均 134名 ３名減 40.8才 14.5年

(注) 上記には臨時従業員（70名）、請負により生産に従事している作業者は含まれ

ておりません。なお、臨時従業員数には、季節工、パートタイマー及び嘱託

契約の従業員を含み、派遣社員を除いております。
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13 主要な借入先

借 入 先
借 入 金 残 高

（百万円）

株式会社静岡銀行 1,238

株式会社みずほ銀行 784

株式会社三井住友銀行 521

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 463

静岡県信用農業協同組合連合会 200

株式会社商工組合中央金庫 168

島田信用金庫 65

株式会社日本政策金融公庫 27
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Ⅱ 会社の株式に関する事項
1 発行済株式総数 7,421,210株(自己株式数609,038株を除く。）

2 株主数 2,181名

3 単元株式数 100株

　4 大株主の状況

株 主 名 持 株 数 持株比率

千株 ％

ワイズ株式会社 2,019 27.20

吉田 幾男 745 10.03

太平洋セメント株式会社 320 4.31

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 248 3.35

株式会社静岡銀行 248 3.35

株式会社みずほ銀行 248 3.35

株式会社商工組合中央金庫 218 2.94

ヨシコン取引先持株会 213 2.87

ＳＩＸ ＳＩＳ ＬＴＤ. 204 2.75

株式会社ザ・トーカイ 202 2.72

(注) 持株比率は、自己株式（609,038株）を控除して算定しております。

　5 その他株式に関する重要な事項

　 該当事項はありません。

Ⅲ 会社の新株予約権等に関する事項
　1 当事業年度末日において当社役員が有する新株予約権の状況

　 該当事項はありません。

　2 当事業年度中に当社使用人等に交付した新株予約権の内容等

　 該当事項はありません。

　3 その他新株予約権等に関する重要な事項等

　 該当事項はありません。
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Ⅳ 会社役員に関する事項
　1 取締役および監査役の氏名等（平成27年３月31日現在）

会社における地位 氏 名 担当および重要な兼職の状況

代表取締役社長 吉田 立志

代表取締役副社長 吉田 尚洋 経営管理本部長兼企画室長

専 務 取 締 役 笠原 弘道 レ ジ デ ン ス 事 業 本 部 長

常 務 取 締 役 池田 寛 イ ン フ ラ 事 業 本 部 長

常 務 取 締 役 大塚 達郎
不動産開発事業本部長兼企画室
不動産ソリューション推進室長

取 締 役 高田 辰男 エンブルマネジメント事業本部長

取 締 役 秋野 徹
不動産開発事業本部副本部長
兼市場開発部長兼住宅開発部長

常 勤 監 査 役 井出 文彦

監 査 役 青木 敬 青 木 敬 税 理 士 事 務 所 所 長

監 査 役 松山 和弘

(注) 1. 監査役青木敬氏及び松山和弘氏は、社外監査役であります。

2. 監査役青木敬氏は、税理士の資格を有しており、財務及び会計に関する相

当程度の知見を有するものであり、東京証券取引所の定めに基づく独立役

員として指定しております。

　2 取締役および監査役の報酬等の額

取締役 ７名 293,850千円

監査役 ４名 6,150千円 (うち社外 ３名 3,450千円）

(注) 1. 上記報酬等の額には、平成27年６月19日開催の第47期定時株主総会におい

て決議予定の役員賞与79,500千円（取締役４名 79,500千円）を含んでお

ります。

2. 上記報酬等の額のほか、平成26年６月20日開催の第46期定時株主総会決議

に基づき、役員退職慰労金を退任社外監査役１名に対して330千円支給し

ております。

　3 社外役員に関する事項

　 (1)監査役 青木 敬

　 ア 重要な兼職先と当社との関係

他の法人等の業務執行取締役等の兼任状況

青木敬税理士事務所の所長でありますが、当社との間に重要な取引関係は
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ありません。

　 イ 当事業年度における主要な活動状況

　 1)取締役会への出席状況及び発言状況

　当事業年度に開催した取締役会の全てに出席しております。また、出席

した取締役会において社外監査役として、報告事項や決議事項について適

宜質問し、税務・会計の専門的な立場から意見を述べております。

　 2)監査役会への出席状況及び発言状況

　当事業年度に開催した監査役会の全てに出席し、社外監査役として行っ

た監査内容を報告し、専門的な立場から意見を述べております。

　 (2)監査役 松山 和弘

　 ア 重要な兼職先と当社との関係

当社との間に重要な取引関係はありません。

　 イ 当事業年度における主要な活動状況

　 1)取締役会への出席状況及び発言状況

　当事業年度に開催した取締役会の全てに出席しております。また、出席

した取締役会において社外監査役として、報告事項や決議事項について適

宜質問し、警察業務従事の経験を活かし法務事項やリスク管理の見地から

意見を述べております。

　 2)監査役会への出席状況及び発言状況

　当事業年度に開催した監査役会の全てに出席し、社外監査役として行っ

た監査内容を報告し、専門的な立場から意見を述べております。
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Ⅴ 会計監査人の状況
　1 会計監査人の名称

　 有限責任監査法人トーマツ

　2 責任限定契約の内容の概要

　当社は、平成18年６月23日開催の第38期定時株主総会で定款を変更し、会計監

査人の責任限定契約に関する規定を設けております。

　当該定款に基づき当社が会計監査人有限責任監査法人トーマツと締結した責任

限定契約の内容の概要は次のとおりであります。

　会計監査人の責任限定契約

　会計監査人は、本契約締結後、会社法第423条第１項の責任について、その職務

を行うにつき故意又は重大な過失があった場合を除き、会計監査人としての在職

中に報酬その他の職務執行の対価として当社から受け、又は受けるべき財産上の

利益の額の事業年度ごとの合計額のうち最も高い額に二を乗じて得た額を限度と

して損害賠償責任を負担するものとする。

　3 当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額

(1)公認会計士法第２条第１項の業務に係る報酬等の額 22,000千円

(2)当社及び当社の子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財

産上の利益の合計額 22,000千円

(注) 当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商

品取引法に基づく監査の監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的に

も区分できませんので、当該事業年度に係る報酬等の額にはこれらの合計額

を記載しております。

　4 非監査業務の内容

　 該当事項はありません。

　5 会計監査人の解任又は不再任の決定の方針

　特に定めておりません。

― 13 ―

定時株主総会招集通知 （宝印刷）  2015年05月20日 16時53分 $FOLDER; 13ページ （Tess 1.40(64) 20140530_01）



Ⅵ 会社の体制及び方針
　1 業務の適正を確保する体制

(1) 取締役・使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体

制

①コンプライアンス体制の基礎として、企業行動憲章及びコンプライアンスガイド

ラインを定める。

社長を委員長とする内部統制委員会を設置し、内部統制システムの構築・維持・

向上を推進する。

②内部監査部門として執行部門から独立した内部監査室を置く。

③取締役は当社における重大な法令違反その他コンプライアンスに関する重要な事

実を発見した場合には直ちに監査役に報告するものとし、遅滞なく経営戦略会議

に報告するものとする。

④法令違反その他のコンプライアンスに関する事実についての内部通報制度とし

て、常勤監査役を直接の情報受領者とする内部通報システムを整備し、内部通報

規程に基づきその運用を行うこととする。

⑤監査役は当社の法令遵守体制及び内部通報システムの運用に問題があると認める

ときは、意見を述べるとともに、改善策の策定を求めることができるものとす

る。

(2) 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

取締役の職務執行に係る情報については、情報管理規程に基づきその保存媒体に

応じて適切かつ確実に検索性の高い状態で保存・管理することとし、必要に応じ

て10年間は閲覧可能な状態を維持することとする。

(3) 損失の危険の管理に関する規程その他の体制

①当社は、当社の業務執行に係るリスクとして、個々のリスクについての管理責任

者についての体制を整えることとする。

②リスク管理体制の基礎として、リスク管理規程を定め、個々のリスクについての

管理責任者を決定し、同規程に従ったリスク管理体制を構築する。不測の事態が

発生した場合には、社長を本部長とする対策本部を設置し、情報連絡チーム及び

顧問弁護士等を含む外部アドバイザリーチームを組織し迅速な対応を行い、損害

の拡大を防止しこれを最小限に止める体制を整える。
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(4) 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

　取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制の基礎とし

て、取締役会を月１回定時に開催するほか、必要に応じて適宜臨時に開催するもの

とし、当社の経営方針及び経営戦略に関わる重要事項については事前に取締役・執

行役員によって構成される経営戦略会議において議論を行い、その審議を経て執行

決定を行うものとする。

(5) 当社企業グループにおける業務の適正を確保するための体制

①グループ会社における業務の適正を確保するため、グループ会社全てに適用する

行動指針として、グループ会社行動憲章を定め、これを基礎として、グループ各

社で諸規程を定めるものとする。

経営管理については、グループ会社経営管理基本方針を定め、子会社管理規程に

従い、当社への決裁・報告制度による子会社経営の管理を行うものとし、必要に

応じてモニタリングを行うものとする。

取締役は、グループ会社において、法令違反その他コンプライアンスに関する重

要な事項を発見した場合には、監査役に報告するものとする。

②子会社が当社からの経営管理、経営指導内容が法令に違反し、その他、コンプラ

イアンス上問題があると認めた場合には、内部監査室に報告するものとする。内

部監査室は直ちに監査役に報告を行うとともに、意見を述べることができるもの

とする。監査役は意見を述べるとともに、改善策の策定を求めることができるも

のとする。

(6) 監査役の職務を補助すべき使用人に関する体制と当該使用人の取締役からの独立

性に関する事項

①監査役の職務を補助すべき使用人に関する規程を定め、監査役の職務を補助すべ

き使用人として、当社の使用人から監査役補助者を任命することとする。監査役

補助者の評価は監査役が行い、監査役補助者の任命、解任、人事異動、賃金等の

改定については監査役会の同意を得た上で取締役会が決定することとし、取締役

からの独立を確保するものとする。

②監査役補助者は業務の執行にかかる役職を兼務しないこととする。
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(7) 取締役及び使用人が監査役に報告をするための体制その他監査役への報告に関す

る体制及び監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

①取締役及び使用人が監査役に報告すべき事項及び時期についての規程を定めるこ

ととし、当該規程に基づき、取締役及び使用人は当社の業務または業績に影響を

与える重要な事項について監査役に都度報告するものとする。前記に関わらず、

監査役はいつでも必要に応じて、取締役及び使用人に対して報告を求めることが

できることとする。

②内部通報制度の適切な運用を維持することにより、法令違反その他のコンプライ

アンス上の問題について監査役への適切な報告体制を確保するものとする。

　2 株式会社の支配に関する基本方針

　該当事項はありません。
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連結貸借対照表
(平成27年３月31日現在)

(単位：千円)

科 目 金 額 科 目 金 額

( 資 産 の 部 ) ( 負 債 の 部 )

流 動 資 産 17,070,033 流 動 負 債 6,725,196

現 金 及 び 預 金 3,263,978 支払手形及び買掛金 3,165,051

受取手形及び売掛金 1,154,534 短 期 借 入 金 868,454

商 品 及 び 製 品 580,664 １年内返済予定の長期借入金 387,512

仕 掛 品 4,733 リ ー ス 債 務 30,289

原材料及び貯蔵品 37,678 未 払 金 717,217

販 売 用 不 動 産 11,138,723 未 払 法 人 税 等 883,839

未 成 工 事 支 出 金 2,808 賞 与 引 当 金 51,600

繰 延 税 金 資 産 126,012 役 員 賞 与 引 当 金 79,500

そ の 他 770,299 そ の 他 541,732

貸 倒 引 当 金 △9,400 固 定 負 債 3,425,191

固 定 資 産 5,938,306 長 期 借 入 金 2,213,784

有 形 固 定 資 産 4,955,016 リ ー ス 債 務 272,957

建物及び構築物 1,283,711 退職給付に係る負債 32,270

機械装置及び運搬具 957,634 繰 延 税 金 負 債 205,067

土 地 2,387,149 資 産 除 去 債 務 15,531

リ ー ス 資 産 281,682 そ の 他 685,580

建 設 仮 勘 定 11,402 負 債 合 計 10,150,388

そ の 他 33,436 ( 純 資 産 の 部 )

株 主 資 本 12,800,486

無 形 固 定 資 産 56,432 資 本 金 100,000

投資その他の資産 926,856 資 本 剰 余 金 3,468,687

投 資 有 価 証 券 586,495 利 益 剰 余 金 9,482,101

長 期 貸 付 金 21,527 自 己 株 式 △250,302

そ の 他 377,640 その他の包括利益累計額 53,642

貸 倒 引 当 金 △58,806 その他有価証券評価差額金 60,366

繰 延 ヘ ッ ジ 損 益 △6,724

少 数 株 主 持 分 3,823

純 資 産 合 計 12,857,951

資 産 合 計 23,008,339 負 債 純 資 産 合 計 23,008,339
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連結損益計算書

（自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日）

(単位：千円)

科 目 金 額

売 上 高 21,069,279

売 上 原 価 16,077,430

売 上 総 利 益 4,991,849

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 2,234,855

営 業 利 益 2,756,993

営 業 外 収 益

受 取 利 息 5,123

受 取 配 当 金 5,046

仕 入 割 引 21,369

不 動 産 取 得 税 還 付 金 26,417

貸 倒 引 当 金 戻 入 額 70

受 取 賃 貸 料 6,703

受 取 手 数 料 6,685

そ の 他 30,180 101,597

営 業 外 費 用

支 払 利 息 62,083

そ の 他 3,403 65,487

経 常 利 益 2,793,103

特 別 利 益

固 定 資 産 売 却 益 672

投 資 有 価 証 券 売 却 益 1,731 2,404

特 別 損 失

固 定 資 産 売 却 損 1,023

固 定 資 産 除 却 損 50,424

減 損 損 失 5,570 57,018

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 2,738,489

法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 1,079,249

法 人 税 等 調 整 額 △60,983 1,018,266

少数株主損益調整前当期純利益 1,720,222

少 数 株 主 利 益 716

当 期 純 利 益 1,719,505
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連結株主資本等変動計算書

（自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日）

(単位：千円)

科 目 金 額

株主資本

資本金

当期首残高 100,000

当期末残高 100,000

資本剰余金

当期首残高 3,406,520

連結会計年度中の変動額

　自己株式の処分 62,167

　連結会計年度中の変動額合計 62,167

当期末残高 3,468,687

利益剰余金

当期首残高 7,884,347

連結会計年度中の変動額

剰余金の配当 △121,751

当期純利益 1,719,505

連結会計年度中の変動額合計 1,597,754

当期末残高 9,482,101

自己株式

当期首残高 △240,272

連結会計年度中の変動額

自己株式の取得 △47,791

自己株式の処分 37,761

連結会計年度中の変動額合計 △10,030

当期末残高 △250,302

株主資本合計

当期首残高 11,150,594

連結会計年度中の変動額

剰余金の配当 △121,751

当期純利益 1,719,505

自己株式の取得 △47,791

自己株式の処分 99,928

連結会計年度中の変動額合計 1,649,891

当期末残高 12,800,486
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科 目 金 額

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金

当期首残高 19,256

連結会計年度中の変動額

株主資本以外の項目の連結会計年度中の変動額（純額） 41,110

連結会計年度中の変動額合計 41,110

当期末残高 60,366

繰延ヘッジ損益

当期首残高 △8,229

連結会計年度中の変動額

株主資本以外の項目の連結会計年度中の変動額（純額） 1,505

連結会計年度中の変動額合計 1,505

当期末残高 △6,724

その他の包括利益累計額合計

当期首残高 11,026

連結会計年度中の変動額

株主資本以外の項目の連結会計年度中の変動額（純額） 42,615

連結会計年度中の変動額合計 42,615

当期末残高 53,642

少数株主持分

当期首残高 3,106

連結会計年度中の変動額

株主資本以外の項目の連結会計年度中の変動額（純額） 716

連結会計年度中の変動額合計 716

当期末残高 3,823

純資産合計

当期首残高 11,164,727

連結会計年度中の変動額

剰余金の配当 △121,751

当期純利益 1,719,505

自己株式の取得 △47,791

自己株式の処分 99,928

株主資本以外の項目の連結会計年度中の変動額（純額） 43,332

連結会計年度中の変動額合計 1,693,223

当期末残高 12,857,951
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【連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項等】

1. 連結の範囲に関する事項

　 連結子会社の名称

株式会社ワイシーシー

株式会社ＹＣＦ

イーグル商事株式会社

株式会社ワイシーエム 計４社

2. 連結子会社の事業年度等に関する事項

　 連結子会社の決算日は連結決算日と一致しております。

3. 会計処理基準に関する事項

　 (1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

　 ① 有価証券の評価基準及び評価方法

その他有価証券

時価のあるもの 連結決算日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は、全部純資産直入法により処

理し、売却原価は、移動平均法により算

定）

時価のないもの 移動平均法による原価法

　 ② たな卸資産の評価基準及び評価方法

商品、原材料、貯蔵品 最終仕入原価法（貸借対照表価額は収益

性の低下に基づく簿価切下げの方法によ

り算定）

製品、仕掛品 先入先出法による原価法（貸借対照表価

額は収益性の低下に基づく簿価切下げの

方法により算定）

販売用不動産、未成工事支出金 個別原価法（貸借対照表価額は収益性の

低下に基づく簿価切下げの方法により算

定）

　なお、販売用不動産のうち、賃貸中の

物件については、定額法による減価償却

費相当額を減額しております。
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　 (2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

有形固定資産(リース資産を除く) 定率法

(ただし、賃貸事業用の有形固定資産につ

いては定額法)

主な耐用年数

建物及び構築物 10～50年

機械装置及び運搬具 ４～17年

その他 ３～20年

無形固定資産(リース資産を除く) 定額法

ただし、ソフトウェア（自社利用分）に

ついては、社内における見込利用可能期

間（５年）による定額法

リース資産 所有権移転ファイナンス・リース取引に

係るリース資産

自己所有の固定資産に適用する減価償却

方法と同一の方法

所有権移転外ファイナンス・リース取引

に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を

零とする定額法

(なお、所有権移転外ファイナンス・リー

ス取引のうち、リース取引開始日が平成

20年３月31日以前のリース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法に準じ

た会計処理によっております。）

　 (3) 重要な引当金の計上基準

貸 倒 引 当 金 　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権につ

いては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権に

ついては個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を

計上しております。

賞 与 引 当 金 　従業員の賞与の支出に備えるため、当連結会計年度に

負担すべき支給見込額を計上しております。

役員賞与引当金 　役員の賞与の支出に備えるため、当連結会計年度に負

担すべき支給見込額を計上しております。
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　 (4) 退職給付に係る会計処理の方法

　 当社及び連結子会社は、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、

退職給付に係る期末自己都合要支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡

便法を適用しております。

　 (5) その他連結計算書類作成のための基本となる重要な事項

　 ① 重要なヘッジ会計の方法

ヘッジ会計の方法 繰延ヘッジ処理

ヘッジ手段とヘッジ対象 ヘッジ手段

　デリバティブ取引（金利スワップ)

ヘッジ対象

　借入金

ヘッジ方針 金利変動リスクに対し、ヘッジ対象と高

い有効性があるとみなされるヘッジ手段

を個別対応させて行います。

ヘッジ有効性評価の方法 ヘッジ対象のキャッシュ・フローの変動

の累計とヘッジ手段のキャッシュ・フロ

ーの変動の累計を比較し、両者の変動額

等を基礎にしてヘッジ有効性を評価して

おります。

　 ② 消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっております。ただし、

資産に係る控除対象外消費税及び地方消費税は発生連結会計年度の期間費用

としております。

【表示方法の変更】
（退職給付関係）

　「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第25号 平成27年

3月26日）の改正に伴い、複数事業主制度に基づく退職給付に関する注記の表示方法を

変更しております。

【追加情報】
（所有目的の変更）

　有形固定資産として保有していた土地84,474千円、建物102,174千円を所有目的の変

更により、当連結会計年度に販売用不動産に振替えております。

　また、販売用不動産として保有していた土地75,532千円を所有目的の変更により、

当連結会計年度に有形固定資産に振替えております。
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【連結貸借対照表に関する注記】
1. 減価償却累計額

有 形 固 定 資 産 5,478,499 千円

2. 担保に供している資産及び担保に係る債務

　 ①担保に供している資産

現 金 及 び 預 金 200,000 千円

販 売 用 不 動 産 1,084,246 千円

建 物 及 び 構 築 物 901,833 千円

機械装置及び運搬具 0 千円

土 地 1,860,459 千円

投 資 有 価 証 券 97,979 千円

合 計 4,144,518 千円

　 ②担保に係る債務

支払手形及び買掛金 19,369 千円

未 払 金 177 千円

短 期 借 入 金 853,454 千円

1年内返済予定の長期借入金 359,892 千円

長 期 借 入 金 2,213,784 千円

合 計 3,446,676 千円

3. 受取手形裏書譲渡高 196,338 千円

【連結損益計算書に関する注記】
　当社グループは、以下の資産グループについて減損損失を計上しております。

主な用途 種類 金額（千円） 場所

賃貸用資産 建物及び土地 5,570 静岡県静岡市

当社グループは、原則として事業用資産については管理会計上の区分で、賃貸用

資産については個別物件単位でグルーピングを実施しております。上記グループの

資産については、収益性が著しく低下したため帳簿価額を回収可能価額まで減額し、

当該減少額を減損損失（5,570千円）として特別損失に計上いたしました。その内訳

は、建物3,911千円、土地1,659千円であります。

なお、回収可能価額は、近隣売買事例を勘案した正味売却価額により測定した結

果、その帳簿価額の一部を減額しております。
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【連結株主資本等変動計算書に関する注記】
1. 発行済株式の種類及び総数

株式の種類
当連結会計年度
期首株式数(株)

当連結会計年度
増加株式数(株)

当連結会計年度
減少株式数(株)

当連結会計年度
期末株式数(株)

　普通株式 8,030,248 － － 8,030,248

2. 自己株式の種類及び総数

株式の種類
当連結会計年度
期首株式数(株)

当連結会計年度
増加株式数(株)

当連結会計年度
減少株式数(株)

当連結会計年度
期末株式数(株)

　普通株式 651,362 49,776 92,100 609,038

（注）普通株式の自己株式の株式数の増加49,776株は、取締役会決議による自己

株式の取得による増加49,700株、単元未満株式の買取りによる増加76株であります。

普通株式の自己株式の株式数の減少92,100株は、取締役会決議による自己株式の処

分による減少92,100株であります。

3. 配当に関する事項

　(1)配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成26年６月20日
定時株主総会

普通株式 121,751 16.50
平成26年
３月31日

平成26年
６月23日

(2)基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年

度となるもの

決議予定 株式の種類
配当金の総額

(千円)
配当の原資

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成27年６月19日
定時株主総会

普通株式 148,424 利益剰余金 20.00
平成27年
３月31日

平成27年
６月22日

4. 当連結会計年度の末日における当社が発行している新株予約権の目的となる株式

の数

　 該当事項はありません。
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【退職給付に関する注記】
1. 採用している退職給付制度の概要

　当社及び連結子会社の退職給付制度には、確定拠出年金制度及び厚生年金基

金制度があります。厚生年金基金制度は、平成９年４月１日から全国住宅地開

発厚生年金基金（総合設立型）に加入しており、要拠出額を退職給付費用とし

て処理しております。また、平成25年4月1日より全国住宅地開発厚生年金基金

の給付設計が変更されることになったことに伴い、同日より確定給付型の制度

として退職一時金制度を設けております。

　なお、当社及び連結子会社が有する退職一時金制度は、簡便法により退職給

付に係る負債及び退職給付費用を計算しております。

2. 確定給付制度

　(1)簡便法を適用した制度の退職給付に係る負債の期首残高と期末残高の調整表

退 職 給 付 に 係 る 負 債 の 期 首 残 高 30,444千円

　退 職 給 付 費 用 4,022千円

　退 職 給 付 の 支 払 額 2,196千円

退 職 給 付 に 係 る 負 債 の 期 末 残 高 32,270千円
　(2)退職給付債務及び年金資産の期末残高と連結貸借対照表に計上された退職給付

　 に係る負債及び退職給付に係る資産の調整表

非 積 立 型 制 度 の 退 職 給 付 債 務 32,270千円

退 職 給 付 に 係 る 負 債 32,270千円

連結貸借対照表に計上された負債と資産の純額 32,270千円
　(3)退職給付費用

簡 便 法 で 計 算 し た 退 職 給 付 費 用 4,022千円

3. 確定拠出制度

　当社及び連結子会社の確定拠出制度への要拠出額は、13,572千円であります。

4. 複数事業主制度

　確定拠出制度と同様に会計処理する複数事業主制度の厚生年金基金制度への要拠出

額は14,214千円であります。

　(1)制度全体の積立状況に関する事項（平成26年３月31日現在）

年 金 資 産 の 額 30,204,632千円

年金財政計算上の数理債務の額と最低責任準備金の額との合計額（注） 38,699,244千円

差 引 額 △8,494,612千円
注）前連結会計年度においては「年金債務の額（責任準備金＋未償却過去勤務

債務残高）」と掲記していた項目であります。
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　(2)制度全体に占める当社及び連結子会社の掛金拠出割合

（平成27年３月現在）

3.80％

　(3)補足説明

　上記(1)の差引額の主な要因は、剰余金△4,008,985千円であります。本制度

における過去勤務債務の償却方法は期間19年の元利均等償却であり、当社及び

連結子会社では、当連結会計年度の連結計算書類上、特別掛金7,075千円を費用

処理しております。

　なお、上記（１）制度全体の積立状況に関する事項については、平成27年3月

31日現在の額が入手できないため、平成26年3月31日現在の額を記載しておりま

す。また、上記（２）の割合は、当社グループの実際の負担割合とは一致しま

せん。
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【税効果会計に関する注記】
1. 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

流動の部

繰延税金資産

販 売 用 不 動 産 評 価 損 35,233千円

賞 与 引 当 金 17,864千円

製 品 評 価 損 28,274千円

未 払 事 業 税 77,181千円

未 成 工 事 支 出 金 43,121千円

そ の 他 1,519千円

小 計 203,194千円

評 価 性 引 当 額 △77,182千円

合 計 126,012千円

繰延税金負債 －千円

繰延税金資産の純額 126,012千円

固定の部

繰延税金資産

役 員 長 期 未 払 金 79,234千円

貸 倒 引 当 金 9,798千円

固 定 資 産 に 係 る 未 実 現 利 益 10,917千円

固 定 資 産 減 価 償 却 超 過 額 56,176千円

土 地 評 価 損 12,540千円

そ の 他 57,668千円

小 計 226,336千円

評 価 性 引 当 額 △113,300千円

合 計 113,035千円

繰延税金負債

特 別 償 却 準 備 金 △279,505千円

圧 縮 記 帳 積 立 金 △3,157千円

そ の 他 有 価 証 券 評 価 差 額 金 △31,965千円

そ の 他 △3,474千円

合 計 △318,103千円

繰延税金負債の純額 △205,067千円
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2. 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異がある

ときの、当該差異の原因となった主要な項目別の内訳

法 定 実 効 税 率 36.3％

(調整)

税 率 変 更 に よ る 影 響 額 0.1％

交際費等永久に損金算入されない項目 0.1％

住 民 税 均 等 割 0.2％

税 額 控 除 △0.8％

評 価 性 引 当 額 0.2％

役 員 賞 与 引 当 金 繰 入 額 1.1％

未 実 現 利 益 の 消 去 0.2％

そ の 他 △0.2％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 37.2％

3. 法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正

「所得税法等の一部を改正する法律」（平成27年法律第９号）及び「地方税法等の

一部を改正する法律」（平成27年法律２号）が平成27年３月31日に公布され、平成27

年４月１日以後に開始する連結会計年度から法人税率等の変更が行われることとな

りました。

これに伴い、当連結会計年度の繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に使用する

法定実効税率は、平成27年４月１日以後に開始する連結会計年度において解消が見

込まれる一時差異については、従来の36.3％から34.6％に変更されております。

なお、当該変更が繰延税金資産及び繰延税金負債並びに法人税等調整額に与える

影響額は軽微であります。

【リースにより使用する固定資産に関する注記】
　 オペレーティング・リース取引

（借主側）

　 オペレーティング・リース取引のうち解約不能のものに係る未経過リース料

1年内 84,814千円

1年超 410,347千円

合計 495,162千円
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【金融商品に関する注記】
１．金融商品の状況に関する事項

(1) 金融商品に対する取組方針

　当社及び連結子会社は、主に不動産事業の販売事業を行うための棚卸資産購入計

画や、環境事業の製造販売活動を行うための設備投資計画に基づき、必要な資金

（主に銀行借入）を調達しております。一時的な余資は安全性の高い金融資産で運用

し、また短期的な運転資金を銀行借入により調達しております。デリバティブは、

後述するリスクを回避するために利用しており、投機的な取引は行わない方針であ

ります。

(2) 金融商品の内容及びそのリスク

　営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。

投資有価証券は、主に業務上の関係を有する企業の株式であり、市場価格の変動リ

スクに晒されております。

　営業債務である支払手形及び買掛金、未払金、未払法人税等は、そのほとんどが

６ヶ月以内の支払期日であります。借入金及びファイナンス・リース取引に係るリ

ース債務は、主に不動産事業の棚卸資産購入や環境事業の設備投資に必要な資金の

調達を目的としたものであり、償還日は決算日後、最長で10年後であります。この

うち一部は、変動金利であるため金利の変動リスクに晒されておりますが、デリバ

ティブ取引（金利スワップ取引）を利用してヘッジしております。

　デリバティブ取引は、変動金利の借入について支払金利の変動リスクに対するヘ

ッジ取引を目的とした金利スワップ取引であります。

　なお、ヘッジ会計に関するヘッジ手段とヘッジ対象、ヘッジ方針、ヘッジ有効性

評価の方法については、前述の「3. 会計処理基準に関する事項（5）①重要なヘッ

ジ会計の方法」をご参照下さい。

(3) 金融商品に係るリスク管理体制

① 信用リスク（取引先の契約不履行に係るリスク）の管理

　当社は、債権管理規程に従い、営業債権について、各事業部門が主要な取引先の

状況を定期的にモニタリングし、取引相手ごとに期日及び残高を管理するとともに、

財務状況等の悪化等による回収懸念の早期把握や軽減を図っております。連結子会

社についても、当社の債権管理規程に準じて、同様の管理を行っております。

　デリバティブ取引の利用にあたっては、格付けの高い金融機関とのみ取引を行っ

ております。
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② 市場リスク(金利等の変動リスク)の管理

　投資有価証券については、定期的に時価や発行体（取引先企業）の財務状況等を

把握し、取引先企業との関係を勘案して保有状況を継続的に見直しております。

　デリバティブ取引については、支払金利の変動リスクを抑制するために金利スワ

ップ取引のみを行い、経営管理本部において契約先と残高照合等の管理を行ってお

ります。

③ 資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の

管理

　当社は、各部署からの報告に基づき経営管理本部が適時に資金繰計画を作成･更新

するとともに、各事業部門における資金需要に応じて手許流動性を確保することな

どにより、流動性リスクを管理しております。

(4) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

　金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合

理的に算定された価額が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を

織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用することにより、当該価額が変動す

ることもあります。また、「２．金融商品の時価等に関する事項」におけるデリバテ

ィブ取引に関する契約額等については、その金額自体がデリバティブ取引に係る市

場リスクを示すものではありません。
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２．金融商品の時価等に関する事項

　平成27年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額につい

ては、次のとおりであります。なお、時価を把握することが極めて困難と認められ

るものは含まれておりません（注２参照）。

（単位：千円）

連結貸借対照表
計 上 額

時価 差額

(１) 現金及び預金 3,263,978 3,263,978 －

(２) 受取手形及び売掛金 1,154,534 1,154,534 －

(３) 投資有価証券

その他有価証券 549,138 549,138 －

資産計 4,967,650 4,967,650 －

(１) 支払手形及び買掛金 (3,165,051) (3,165,051) －

(２) 短期借入金 (868,454) (868,454) －

(３) 未払金 (717,217) (717,217) －

(４) 未払法人税等 (883,839) (883,839) －

(５) 長期借入金
（1年以内に返済予定のものを含む）

(2,601,296) (2,592,542) △8,753

(６) リース債務
（1年以内に返済予定のものを含む）

(303,247) (292,912) △10,335

負債計（*） (8,539,105) (8,520,016) △19,088

デリバティブ取引 (10,285) (10,285) －

（*） 負債に計上されているものについては、（ ）で示しております。

(注１) 金融商品の時価の算定方法並びに投資有価証券及びデリバティブ取引に関する

事項

資産

(1) 現金及び預金、(2) 受取手形及び売掛金

　これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似しているこ

とから、当該帳簿価額によっております。

(3) 投資有価証券

　これらの時価について、株式は取引所の価格によっております。
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負債

(1) 支払手形及び買掛金、(2) 短期借入金、(3) 未払金、(4) 未払法人税等

　これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似しているこ

とから、当該帳簿価額によっております。

(5) 長期借入金、(6) リース債務

　これらの時価については、元利金の合計額を、新規に同様の借入又は、リース取

引を行った場合に想定される利率で割り引いた現在価値により算定しております。

デリバティブ取引

① ヘッジ会計が適用されていないもの

　該当事項はありません。

② ヘッジ会計が適用されているもの

　ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引について、ヘッジ会計の方法ごと

の連結決算日における契約額又は契約において定められた元本相当額等は、次のと

おりであります。

ヘッジ会計
の方法

デリバティブ
取引の種類等

主なヘッジ
対象

契約額等
(千円)

契約額等の
うち１年超
(千円)

時価
(千円)

当該時価の
算定方法

原則的処理
方法

金利スワップ
取引
支払固定・受
取変動

長期借入金 463,062 377,718 △10,285

取引先金融
機関から提
示された価
格等によっ
ている。

合計 463,062 377,718 △10,285

(注２) 時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

連結貸借対照表計上額
(千円)

その他有価証券

非上場株式 30,296

匿名組合出資金 206,941

その他有価証券のうち満期があるもの 3,000

合計 240,237

　上記については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められ

るため、「(３) 投資有価証券」には含めておりません。
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(注３) 金銭債権及び満期のある有価証券の連結決算日後の償還予定額

（単位：千円）

１年以内
１年超
５年以内

５年超
10年以内

10年超

現金及び預金 3,263,978 － － －

受取手形及び売掛金 1,154,534 － － －

投資有価証券

その他有価証券のうち満期
があるもの

202,880 2,000 － －

合計 4,621,392 2,000 － －

(注４) 長期借入金及びその他有利子負債の連結決算日後の返済予定額

（単位：千円）

区分
１年超
２年以内

２年超
３年以内

３年超
４年以内

４年超
５年以内

５年超

長期借入金 720,456 256,248 396,618 161,020 679,426

リース債務 98,531 24,798 21,632 21,632 106,361

合計 818,987 281,046 418,250 182,652 785,787

― 34 ―

定時株主総会招集通知 （宝印刷）  2015年05月20日 16時53分 $FOLDER; 34ページ （Tess 1.40(64) 20140530_01）



【賃貸等不動産に関する注記】
1. 賃貸等不動産の概要

　当社グループでは、静岡県内外において、賃貸用のマンション・アパート、商業

施設ビル及び駐車場（土地を含む）を有しております。

2. 賃貸等不動産の連結貸借対照表計上額及び当連結会計年度における主な変動並び

に決算日における時価及び当該時価の算定方法

(単位：千円)

連結貸借対照表計上額 連結決算日に
おける時価当期首残高 当期増減額 当期末残高

1,548,966 27,622 1,576,588 1,920,253

(注１) 連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除した金額であり

ます。

(注２) 主な変動

増加は、販売用不動産から賃貸等不動産への振替 75,532千円

事業用不動産から賃貸等不動産への振替 222,561千円

減少は、賃貸等不動産の売却 23,299千円

賃貸等不動産の減価償却費の計上 69,838千円

　 賃貸等不動産の減損損失の計上 5,570千円

　 賃貸等不動産から販売用不動産への振替 186,649千円

(注３) 時価の算定方法

　主として「不動産鑑定評価基準」に基いて自社で算定した金額（指標等を用いて

調整を行ったものを含む。）であります。

3. 賃貸等不動産に関する損益

（1）当該賃貸等不動産に係る賃貸損益は113,636千円（主な賃貸収益は不動産売上

高に、主な賃貸費用は不動産売上原価に計上）であります。

（2）当該賃貸等不動産に係る売却利益は226千円（特別利益に計上）、売却損失は、

1,023千円（特別損失に計上）であります。
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【１株当たり情報に関する注記】
1. １株当たり純資産額 1,732円08銭

2. １株当たり当期純利益金額 232円74銭

　 ※ １株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は次のとおりであります。

当期純利益 1,719,505千円

普通株主に帰属しない金額 －千円

普通株式に係る当期純利益 1,719,505千円

普通株式の期中平均株式数 7,388,017株

【重要な後発事象に関する注記】
　該当事項はありません。

(注) 記載金額は、千円未満の端数を切り捨てて表示しております。

― 36 ―

定時株主総会招集通知 （宝印刷）  2015年05月20日 16時53分 $FOLDER; 36ページ （Tess 1.40(64) 20140530_01）



連結計算書類に係る会計監査人の監査報告書謄本

独立監査人の監査報告書

平成27年５月19日

ヨシコン株式会社

取 締 役 会 御 中

有限責任監査法人 トーマツ

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 篠 原 孝 広 ㊞

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 早 稲 田 宏 ㊞

　当監査法人は、会社法第４４４条第４項の規定に基づき、ヨシコン株式会社の平成26年４月

１日から平成27年３月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、

連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結計算書類の作成のための基本となる重要な

事項及びその他の注記について監査を行った。

連結計算書類に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連

結計算書類を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表

示のない連結計算書類を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備

及び運用することが含まれる。

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結計算書類

に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連結計算書類に重要な

虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づ

き監査を実施することを求めている。

　監査においては、連結計算書類の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実

施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結計算書類の重要な

虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性に

ついて意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況

に応じた適切な監査手続を立案するために、連結計算書類の作成と適正な表示に関連する内部

統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者

によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結計算書類の表示を検討することが含ま

れる。

　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。
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監査意見

　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会

計の基準に準拠して、ヨシコン株式会社及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類

に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認め

る。

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害

関係はない。

以 上
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連結計算書類に係る監査役会の監査報告書謄本

連結計算書類に係る監査報告書

平成27年５月22日
ヨシコン株式会社

代表取締役社長 吉 田 立 志 殿

ヨシコン株式会社 監査役会

常勤監査役 井 出 文 彦 ㊞

監 査 役 青 木 敬 ㊞

監 査 役 松 山 和 弘 ㊞

　当監査役会は、平成26年４月１日から平成27年３月31日までの第47期事業

年度に係る連結計算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書及び連結株主資

本等変動計算書）に関して、協議の上、本監査報告書を作成し、以下のとお

り報告いたします。

1. 監査役の監査の方法の概要

　各監査役は、監査役会が定めた監査の方針、業務の分担等に従い、連

結計算書類について取締役等から報告を受け、必要に応じて説明を求め

ました。また、会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を

実施しているかを監視及び検証するとともに、会計監査人からその職務

の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。ま

た、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するため

の体制」(会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品

質管理基準」(平成17年10月28日企業会計審議会）等に従って整備して

いる旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。以上の方法に基

づき、当該事業年度に係る連結計算書類について検討いたしました。

2. 監査の結果

(1) 会計監査人有限責任監査法人トーマツの監査の方法及び結果は相当で

あると認めます。

(2) 子会社調査の結果、連結計算書類に関し指摘すべき事項は認められま

せん。

以 上

(注) 監査役青木敬及び監査役松山和弘は、会社法第２条第16号及び第335条

第３項に定める社外監査役であります。
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貸 借 対 照 表
(平成27年３月31日現在)

(単位：千円)

科 目 金 額 科 目 金 額
( 資 産 の 部 ) ( 負 債 の 部 )
流 動 資 産 16,612,008 流 動 負 債 6,508,691

現 金 及 び 預 金 3,090,325 買 掛 金 3,138,874
受 取 手 形 361,634 短 期 借 入 金 810,004
売 掛 金 752,096 １年内返済予定の長期借入金 307,772
商 品 及 び 製 品 579,212 リ ー ス 債 務 30,289
仕 掛 品 4,733 未 払 金 721,802
原材料及び貯蔵品 37,678 未 払 費 用 27,057
販 売 用 不 動 産 10,892,287 未 払 法 人 税 等 851,128
未 成 工 事 支 出 金 2,808 前 受 金 251,604
前 払 費 用 79,606 預 り 金 64,266
繰 延 税 金 資 産 134,269 賞 与 引 当 金 51,262
そ の 他 686,756 役 員 賞 与 引 当 金 79,500
貸 倒 引 当 金 △9,400 そ の 他 175,130

固 定 資 産 5,129,555 固 定 負 債 2,785,466
有 形 固 定 資 産 3,989,131 長 期 借 入 金 1,645,752
建 物 750,266 リ ー ス 債 務 272,957
構 築 物 75,112 役 員 長 期 未 払 金 228,870
機 械 及 び 装 置 923,419 退 職 給 付 引 当 金 32,270
車両及び運搬具 31,736 繰 延 税 金 負 債 223,601
工具、器具及び備品 26,864 資 産 除 去 債 務 15,531
土 地 1,888,646 長 期 預 り 金 322,080
リ ー ス 資 産 281,682 そ の 他 44,403
建 設 仮 勘 定 11,402 負 債 合 計 9,294,158

無 形 固 定 資 産 56,432 ( 純 資 産 の 部 )
借 地 権 32,547 株 主 資 本 12,393,763
ソ フ ト ウ ェ ア 16,922 資 本 金 100,000
そ の 他 6,963 資 本 剰 余 金 3,468,687

投資その他の資産 1,083,991 資 本 準 備 金 1,854,455
投 資 有 価 証 券 586,495 その他資本剰余金 1,614,232
関 係 会 社 株 式 156,053 利 益 剰 余 金 9,075,378
出 資 金 5,750 利 益 準 備 金 131,222
長 期 貸 付 金 21,527 その他利益剰余金 8,944,156
破産更生債権等 50,506 特別償却準備金 527,847
長 期 前 払 費 用 3,260 圧縮記帳積立金 5,963
差 入 保 証 金 173,933 別 途 積 立 金 5,470,000
保 険 積 立 金 144,671 繰越利益剰余金 2,940,345
そ の 他 600 自 己 株 式 △250,302
貸 倒 引 当 金 △58,806 評 価 ・ 換 算 差 額 等 53,642

その他有価証券評価差額金 60,366
繰 延 ヘ ッ ジ 損 益 △6,724

純 資 産 合 計 12,447,405
資 産 合 計 21,741,563 負 債 純 資 産 合 計 21,741,563
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損 益 計 算 書

（自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日）

(単位：千円)

科 目 金 額

売 上 高 20,714,218

売 上 原 価 15,978,354

売 上 総 利 益 4,735,863

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 2,158,978

営 業 利 益 2,576,885

営 業 外 収 益

受 取 利 息 773

有 価 証 券 利 息 4,700

受 取 配 当 金 5,042

仕 入 割 引 17,705

不 動 産 取 得 税 還 付 金 26,417

貸 倒 引 当 金 戻 入 額 70

受 取 賃 貸 料 718

受 取 手 数 料 6,685

そ の 他 29,083 91,198

営 業 外 費 用

支 払 利 息 54,848

そ の 他 1,476 56,325

経 常 利 益 2,611,757

特 別 利 益

固 定 資 産 売 却 益 445

投 資 有 価 証 券 売 却 益 1,731 2,177

特 別 損 失

固 定 資 産 売 却 損 1,023

固 定 資 産 除 却 損 50,424

減 損 損 失 5,570 57,018

税 引 前 当 期 純 利 益 2,556,916

法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 1,046,603

法 人 税 等 調 整 額 △92,601 954,002

当 期 純 利 益 1,602,914
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株主資本等変動計算書

（自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日）

(単位：千円)

科 目 金 額

株主資本

資本金

当期首残高 100,000

当期末残高 100,000

資本剰余金

資本準備金

当期首残高 1,854,455

当期末残高 1,854,455

その他資本剰余金

　当期首残高 1,552,065

　事業年度中の変動額

　自己株式の処分 62,167

　 事業年度中の変動額合計 62,167

　当期末残高 1,614,232

資本剰余金合計

当期首残高 3,406,520

事業年度中の変動額

自己株式の処分 62,167

　事業年度中の変動額合計 62,167

当期末残高 3,468,687

利益剰余金

利益準備金

当期首残高 131,222

当期末残高 131,222

その他利益剰余金

特別償却準備金

当期首残高 609,038

事業年度中の変動額

　特別償却準備金の積立 6,509

特別償却準備金の取崩 △87,700

事業年度中の変動額合計 △81,191

当期末残高 527,847
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科 目 金 額

圧縮記帳積立金

当期首残高 6,232

事業年度中の変動額

圧縮記帳積立金の取崩 △269

事業年度中の変動額合計 △269

当期末残高 5,963

別途積立金

当期首残高 5,170,000

事業年度中の変動額

別途積立金の積立 300,000

事業年度中の変動額合計 300,000

当期末残高 5,470,000

繰越利益剰余金

当期首残高 1,677,721

事業年度中の変動額

剰余金の配当 △121,751

当期純利益 1,602,914

特別償却準備金の積立 △6,509

特別償却準備金の取崩 87,700

圧縮記帳積立金の取崩 269

別途積立金の積立 △300,000

事業年度中の変動額合計 1,262,623

当期末残高 2,940,345

利益剰余金合計

当期首残高 7,594,215

事業年度中の変動額

剰余金の配当 △121,751

当期純利益 1,602,914

事業年度中の変動額合計 1,481,163

当期末残高 9,075,378

自己株式

当期首残高 △240,272

事業年度中の変動額

自己株式の取得 △47,791

自己株式の処分 37,761

事業年度中の変動額合計 △10,030

当期末残高 △250,302

― 43 ―

定時株主総会招集通知 （宝印刷）  2015年05月20日 16時53分 $FOLDER; 43ページ （Tess 1.40(64) 20140530_01）



科 目 金 額

株主資本合計
当期首残高 10,860,463
事業年度中の変動額
剰余金の配当 △121,751
当期純利益 1,602,914
自己株式の取得 △47,791
自己株式の処分 99,928
事業年度中の変動額合計 1,533,300

当期末残高 12,393,763
評価・換算差額等
その他有価証券評価差額金
当期首残高 19,256
事業年度中の変動額
株主資本以外の項目の事業年度中の変動額（純額） 41,110
事業年度中の変動額合計 41,110

当期末残高 60,366
繰延ヘッジ損益
当期首残高 △8,229
事業年度中の変動額
株主資本以外の項目の事業年度中の変動額（純額） 1,505
事業年度中の変動額合計 1,505

当期末残高 △6,724
評価・換算差額等合計
当期首残高 11,026
事業年度中の変動額
株主資本以外の項目の事業年度中の変動額（純額） 42,615
事業年度中の変動額合計 42,615

当期末残高 53,642
純資産合計
当期首残高 10,871,490
事業年度中の変動額
剰余金の配当 △121,751
当期純利益 1,602,914
自己株式の取得 △47,791
自己株式の処分 99,928
株主資本以外の項目の事業年度中の変動額（純額） 42,615
事業年度中の変動額合計 1,575,915

当期末残高 12,447,405
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【重要な会計方針】

1. 資産の評価基準及び評価方法

　 (1) 有価証券の評価基準及び評価方法

子会社株式 移動平均法に基づく原価法

その他有価証券

時価のあるもの 決算期末日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は、全部純資産直入法により処

理し、売却原価は、移動平均法により算

定)

時価のないもの 移動平均法による原価法

　 (2) たな卸資産の評価基準及び評価方法

商品、原材料、貯蔵品 最終仕入原価法（貸借対照表価額は収益

性の低下に基づく簿価切下げの方法によ

り算定）

製品、仕掛品 先入先出法による原価法（貸借対照表価

額は収益性の低下に基づく簿価切下げの

方法により算定）

販売用不動産、未成工事支出金 個別原価法（貸借対照表価額は収益性の

低下に基づく簿価切下げの方法により算

定）

　なお、販売用不動産のうち、賃貸中の

物件については、定額法による減価償却

費相当額を減額しております。
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2. 固定資産の減価償却の方法

有形固定資産(リース資産を除く) 定率法

(ただし、賃貸事業用の有形固定資産につ

いては定額法)

主な耐用年数

建物 31～47年

構築物 10～50年

機械及び装置 ９～17年

車両及び運搬具 ４～６年

工具、器具及び備品 ３～20年

無形固定資産(リース資産を除く) 定額法

ただし、ソフトウェア（自社利用分）に

ついては、社内における見込利用可能期

間（５年）による定額法

リース資産 所有権移転ファイナンス・リース取引に

係るリース資産

自己所有の固定資産に適用する減価償却

方法と同一の方法

所有権移転外ファイナンス・リース取引

に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を

零とする定額法

(なお、所有権移転外ファイナンス・リー

ス取引のうち、リース取引開始日が平成

20年３月31日以前のリース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法に準じ

た会計処理によっております。）

3. 引当金の計上基準

貸 倒 引 当 金 　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権につ

いては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権に

ついては個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を

計上しております。

賞 与 引 当 金 　従業員の賞与の支出に備えるため、当事業年度に負担

すべき支給見込額を計上しております。

役員賞与引当金 　役員の賞与の支出に備えるため、当事業年度に負担す

べき支給見込額を計上しております。
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4. 退職給付に係る会計処理の方法

当社は、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る期末

自己都合要支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しておりま

す。

5. その他計算書類作成のための基本となる重要な事項

　(1) ヘッジ会計の方法

ヘッジ会計の方法 繰延ヘッジ処理

ヘッジ手段とヘッジ対象 ヘッジ手段

　デリバティブ取引（金利スワップ）

ヘッジ対象

　借入金

ヘッジ方針 金利変動リスクに対し、ヘッジ対象と高

い有効性があるとみなされるヘッジ手段

を個別対応させて行います。

ヘッジ有効性評価の方法 ヘッジ対象のキャッシュ・フローの変動

の累計とヘッジ手段のキャッシュ・フロ

ーの変動の累計を比較し、両者の変動額

等を基礎にしてヘッジ有効性を評価して

おります。

　(2) 消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっております。ただし、資産

に係る控除対象外消費税及び地方消費税は発生事業年度の期間費用としており

ます。

【追加情報】
（所有目的の変更）

　有形固定資産として保有していた土地84,474千円、建物102,174千円を所有目的の変

更により、当事業年度に販売用不動産に振替えております。

　また、販売用不動産として保有していた土地32,132千円を所有目的の変更により、

当事業年度に有形固定資産に振替えております。
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【貸借対照表に関する注記】
1. 関係会社に対する金銭債権

長期金銭債権 14,225千円

　 関係会社に対する金銭債務

短期金銭債務 9,792千円

長期金銭債務 154千円

2. 取締役、監査役に対する金銭債務

長期金銭債務 228,870千円

3. 減価償却累計額

有形固定資産 5,220,959千円

4. 担保に供している資産及び担保に係る債務

　 ①担保に供している資産

現 金 及 び 預 金 200,000千円

販 売 用 不 動 産 853,407千円

建 物 586,183千円

機 械 及 び 装 置 0千円

土 地 1,496,328千円

投 資 有 価 証 券 97,979千円

合 計 3,233,898千円
　 ②担保に係る債務

買 掛 金 19,369千円

未 払 金 177千円

短 期 借 入 金 810,004千円

１年内返済予定の長期借入金 280,152千円

長 期 借 入 金 1,645,752千円

合 計 2,755,454千円
5. 保証債務

　 （金融機関からの借入債務）

株 式 会 社 ワ イ シ ー シ ー 145,504千円

株 式 会 社 Ｙ Ｃ Ｆ 508,504千円

6. 受取手形裏書譲渡高 196,338千円
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【損益計算書に関する注記】
1. 関係会社との取引高の総額

　 営業取引

営業収益 9,429千円

営業費用 363,675千円

　 営業取引以外の取引

営業外収益 2,031千円

2. 減損損失

当社は、以下の資産グループについて減損損失を計上しております。

主な用途 種類 金額（千円） 場所

賃貸用資産 建物及び土地 5,570 静岡県静岡市

当社は、原則として事業用資産については管理会計上の区分で、賃貸用資産につ

いては個別物件単位でグルーピングを実施しております。上記グループの資産につ

いては、収益性が著しく低下したため帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減

少額を減損損失（5,570千円）として特別損失に計上いたしました。その内訳は、土

地1,659千円、建物3,911千円であります。

なお、回収可能価額は、近隣売買事例を勘案した正味売却価額により測定した結

果、その帳簿価額の一部を減額しております。

【株主資本等変動計算書に関する注記】
　 自己株式の種類及び株式数に関する事項

株式の種類
当事業年度
期首株式数

(株)

当事業年度
増加株式数

(株)

当事業年度
減少株式数

(株)

当事業年度
期末株式数

(株)

普通株式 651,362 49,776 92,100 609,038

（注）普通株式の自己株式の株式数の増加49,776株は、取締役会決議による自己

株式の取得による増加49,700株、単元未満株式の買取りによる増加76株であります。

普通株式の自己株式の株式数の減少92,100株は、取締役会決議による自己株式の処

分による減少92,100株であります。
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【税効果会計に関する注記】
1. 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

流動の部

繰延税金資産

販 売 用 不 動 産 評 価 損 35,233千円

賞 与 引 当 金 17,746千円

製 品 評 価 損 28,274千円

未 払 事 業 税 75,367千円

未 成 工 事 支 出 金 43,121千円

そ の 他 11,628千円

小 計 211,372千円

評 価 性 引 当 額 △77,103千円

合 計 134,269千円

繰延税金負債 －千円

繰延税金資産の純額 134,269千円

固定の部

繰延税金資産

役 員 長 期 未 払 金 79,234千円

貸 倒 引 当 金 9,798千円

関 係 会 社 株 式 評 価 損 7,349千円

固 定 資 産 減 価 償 却 超 過 額 47,511千円

土 地 評 価 損 12,540千円

そ の 他 48,876千円

小 計 205,310千円

評 価 性 引 当 額 △110,808千円

合 計 94,501千円

繰延税金負債

特 別 償 却 準 備 金 △279,505千円

圧 縮 記 帳 積 立 金 △3,157千円

そ の 他 有 価 証 券 評 価 差 額 金 △31,965千円

そ の 他 △3,474千円

合 計 △318,103千円

繰延税金負債の純額 △223,601千円
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2. 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異がある

ときの、当該差異の原因となった主要な項目別の内訳

法 定 実 効 税 率 36.3％

(調整)

評 価 性 引 当 額 0.2％

交際費等永久に損金算入されない項目 0.1％

住 民 税 均 等 割 等 0.2％

税 額 控 除 △0.9％

税 率 変 更 に よ る 影 響 額 0.1％

役 員 賞 与 引 当 金 繰 入 額 1.1％

そ の 他 0.2％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 37.3％

3. 法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正

「所得税法等の一部を改正する法律」（平成27年法律第９号）及び「地方税法等の

一部を改正する法律」（平成27年法律２号）が平成27年３月31日に公布され、平成27

年４月１日以後に開始する事業年度から法人税率等の変更が行われることとなりま

した。

これに伴い、当事業年度の繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に使用する法定

実効税率は、平成27年４月１日以後に開始する事業年度において解消が見込まれる

一時差異については、従来の36.3％から34.6％に変更されております。

なお、当該変更が繰延税金資産及び繰延税金負債並びに法人税等調整額に与える

影響額は軽微であります。

【リースにより使用する固定資産に関する注記】
　 オペレーティング・リース取引

（借主側）

　 オペレーティング・リース取引のうち解約不能のものに係る未経過リース料

1年内 84,814千円

1年超 410,347千円

合計 495,162千円
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【関連当事者との取引に関する注記】
1. 子会社等

種類
会社等の
名称又は
氏名

所在地

資本金
または
出資金
(千円)

事業の内容
又は職業

議決権等の
所有(被所有)
割合(％)

関連当事者
との関係

取引内容
取引金額
(千円)

科目
期末残高
(千円)

子会社 ㈱YCF
静岡県
静岡市

39,900 飲食事業
(所有)
直接
99.3

役員の兼任
債務保証

債 務 保 証
(注)1

508,504 － －

(注) １ 同社の金融機関からの借入金について、債務保証を行っております。

２ 上記取引金額には消費税等は含まれておりません。

2. 役員及び個人主要株主等

種類
会社等の
名称又は
氏名

所在地

資本金
または
出資金
(千円)

事業の内容
又は職業

議決権等の
所有(被所有)
割合(％)

関連当事者
との関係

取引内容
取引金額
(千円)

科目
期末残高
(千円)

役員及び
その近親
者が議決
権の過半
数を所有
している
会 社 （当
該会社の
子会社を
含む）

ワ イ ズ
㈱
(注)1

静岡県
静岡市

10,000
不動産賃
貸業

(被所有)
直接
27.2

役員の兼任
不 動 産 の
賃借
(注)2

25,980
差入保証

金
前払費用

24,563
156

(注) １ 当社代表取締役社長吉田立志及びその近親者が議決権の100%を直接保有しております。

２ 不動産の賃借については、近隣の取引実勢に基づいて、賃料金額を決定しております。

３ 上記取引金額には消費税等は含まれておりません。

【１株当たり情報に関する注記】
1. １株当たり純資産額 1,677円27銭

2. １株当たり当期純利益金額 216円96銭

　 ※ １株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は次のとおりであります。

当期純利益 1,602,914千円

普通株主に帰属しない金額 －千円

普通株式に係る当期純利益 1,602,914千円

普通株式の期中平均株式数 7,388,017株

【重要な後発事象に関する注記】
　該当事項はありません。

(注) 記載金額は、千円未満の端数を切り捨てて表示しております。
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会計監査人の監査報告書謄本

独立監査人の監査報告書

平成27年５月19日

ヨシコン株式会社

取 締 役 会 御 中

有限責任監査法人 トーマツ

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 篠 原 孝 広 ㊞

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 早 稲 田 宏 ㊞

　当監査法人は、会社法第４３６条第２項第１号の規定に基づき、ヨシコン株式会社の平成26

年４月１日から平成27年３月31日までの第47期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、

損益計算書、株主資本等変動計算書、重要な会計方針及びその他の注記並びにその附属明細書

について監査を行った。

計算書類等に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計

算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬によ

る重要な虚偽表示のない計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示するために経営者が

必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から計算書類及び

その附属明細書に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公

正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に計算書

類及びその附属明細書に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、

監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。

　監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証拠を入手する

ための手続が実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による計算書

類及びその附属明細書の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査

の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リ

スク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、計算書類及びその

附属明細書の作成と適切な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採

用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体とし

ての計算書類及びその附属明細書の表示を検討することが含まれる。

　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。
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監査意見

　当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥当と認

められる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類及びその附属明細書に係る期間の財産及び

損益の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害

関係はない。

以 上
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監査役会の監査報告書謄本

監 査 報 告 書
平成27年５月22日

ヨシコン株式会社
代表取締役社長 吉 田 立 志 殿

ヨシコン株式会社 監査役会

常勤監査役 井 出 文 彦 ㊞

監 査 役 青 木 敬 ㊞

監 査 役 松 山 和 弘 ㊞

　当監査役会は、平成26年４月１日から平成27年３月31日までの第47期事業

年度の取締役の職務の執行に関して各監査役から監査の方法及び報告を受

け、協議の上、本監査報告書を作成し、以下のとおり報告いたします。

1. 監査役の監査の方法の概要

　各監査役は、監査役会が定めた監査の方針、業務の分担等に従い、取締

役会その他の重要な会議に出席するほか、取締役及びその使用人等からそ

の職務の執行状況について報告を受け、重要な決裁書類を閲覧し、本社及

び主要な事業所において業務及び財産の状況を調査いたしました。また、

取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

その他株式会社の業務の適正を確保するために必要なものとして会社法施

行規則第100条第１項及び第３項に定める体制の整備に関する取締役会決

議の内容及び当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）

の状況を監視及び検証いたしました。子会社については、子会社の取締役

及び監査役等と情報の交換を図り、必要に応じて子会社から事業の報告を

受けました。以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその

附属明細書について検討いたしました。

　さらに会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施して

いるかを監視及び検証するとともに、会計監査人からその職務の執行状況

について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監査人

から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」（会社計

算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（平成

17年10月28日企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、

必要に応じて説明を求めました。以上の方法に基づき、当該事業年度に係

る計算書類（貸借対照表、損益計算書及び株主資本等変動計算書）並びに

その附属明細書について検討いたしました。
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2. 監査の結果

(1) 事業報告等の監査結果

一 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状

況を正しく示しているものと認めます。

二 取締役の職務遂行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違

反する重大な事実は認められません。

三 内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認

めます。また、当該内部統制システムに関する取締役の職務の執行

についても、指摘すべき事項は認められません。

(2) 計算書類及びその附属明細書の監査結果

　会計監査人有限責任監査法人トーマツの監査の方法及び結果は相

当であると認めます。

以 上

(注) 監査役青木敬及び監査役松山和弘は、会社法第２条第16号及び第335条第３項に定める
社外監査役であります。

以 上
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株主総会参考書類

第１号議案　 剰余金の処分の件
剰余金の処分につきましては、当期の業績、今後の事業展開のための内部留保
等を総合的に勘案し、以下のとおりといたしたいと存じます。

　 １. 剰余金の処分に関する事項
　 (1)増加する剰余金の項目及びその額

別途積立金 500,000,000円

　 (2)減少する剰余金の項目及びその額
繰越利益剰余金 500,000,000円

　 ２. 期末配当に関する事項
　 (1)株主に対する配当財産の割当に関する事項及びその総額

当社普通株式１株につき金20円 総額148,424,200円

　 (2)剰余金の配当が効力を生じる日
　 平成27年６月22日
　

第２号議案　 定款一部変更の件

　 １. 変更の理由
今後の事業展開に備えるため、事業目的を追加するものであります。

　 ２. 変更の内容
変更の内容は次のとおりであります（下線部は変更箇所）。

現行定款 変更案

第１章 総 則 第１章 総 則

第２条（目的） 第２条（目的）

　当会社は、次の事業を営むことを

目的とする。

　当会社は、次の事業を営むことを

目的とする。

（１）

｝
（１）

｝～ （条文省略） ～ （現行どおり）

（27） （27）

　 （28）売電事業 　（28）売電事業並びに電気・ガス

の供給及び販売に関する事

業

（29） （条文省略） （29） （現行どおり）

＜新設＞ 　（30）倉庫業

＜新設＞ 　（31）簡易水道事業

　（30）上記に附帯する一切の業務 　（32）上記に附帯する一切の業務
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第３号議案　取締役８名選任の件

　取締役吉田立志、吉田尚洋、笠原弘道、大塚達郎、池田寛、高田辰男、秋野

徹の７名は、本定時株主総会終結の時をもって任期が満了いたします。つきま

しては、経営の透明性の確保及びコーポレート・ガバナンスの一層の強化を図

るため社外取締役１名を増員し、取締役８名の選任をお願いいたしたいと存じ

ます。

　取締役候補者は次のとおりであります。

候補者
番 号

氏 名
（生年月日）

略 歴、 地 位、 担 当 及 び
重 要 な 兼 職 の 状 況

所有する当社
の株式の数

当社との
特 別 の
利害関係

１

吉
よし

田 立 志
だ たつ し

(昭和26年

９月13日生)

株
昭和50年９月 当社入社

6,140 な し

昭和52年７月 取締役

平成元年４月 専務取締役

平成８年６月 代表取締役専務

平成12年４月 代表取締役副社長

平成17年６月 代表取締役社長(現任)

２

吉
よし

田 尚 洋
だ なお ひろ

(昭和50年

６月24日生)

株
平成11年２月 当社入社

6,650 な し

平成18年４月 不動産開発事業本部市場

開発部長
平成19年３月 不動産開発事業本部副本

部長兼企画室長
平成19年６月 取締役不動産開発事業本

部副本部長兼企画室長
平成21年７月 常務取締役管理本部長兼

不動産開発事業本部副本

部長兼企画室長
平成24年２月 常務取締役経営管理本部

長兼不動産開発事業副本

部長兼企画室長
平成25年４月 代表取締役副社長

平成27年４月 代表取締役副社長兼経営

管理本部長(現任)
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候補者
番 号

氏 名
（生年月日）

略 歴、 地 位、 担 当 及 び
重 要 な 兼 職 の 状 況

所有する当社
の株式の数

当社との
特 別 の
利害関係

３

笠
かさ

原 弘 道
はら ひろ みち

(昭和31年

11月13日生)

株
昭和54年４月 当社入社

14,750 な し

平成２年12月 管理部長

平成５年４月 経理部長

平成７年１月 不動産開発部長

平成８年６月 取締役不動産開発部長

平成12年４月 取締役フューチャー事業

本部長

平成13年６月 常務取締役フューチャー

事業本部長

平成16年４月 常務取締役不動産開発事

業本部長

平成18年４月 常務取締役不動産開発事

業本部統括常務

平成19年３月 専務取締役

平成24年２月 専務取締役レジデンス事

業本部長
平成27年４月 専務取締役レジデンス事

業本部長兼インフラ事業

本部長（現任）
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候補者
番 号

氏 名
（生年月日）

略 歴、 地 位、 担 当 及 び
重 要 な 兼 職 の 状 況

所有する当社
の株式の数

当社との
特 別 の
利害関係

４

大
おお

塚 達 郎
つか たつ ろう

(昭和26年

12月５日生)

株
平成17年６月 当社入社

取締役市場開発部長

5,800 な し

平成18年４月 取締役不動産開発本部長

平成19年３月 常務取締役不動産開発事

業本部長
平成27年４月 常務取締役不動産開発事

業本部長兼エンブルマネ

ジメント事業本部長兼不

動産証券化プロジェクト

室長（現任）

５

池
いけ

田 　 寛
だ ひろし

(昭和30年

６月３日生)

株
昭和53年４月 当社入社

14,450 な し

平成６年６月 取締役製造部長

平成11年３月 取締役ベンチャー事業部

長

平成12年４月 取締役ベンチャー事業本

部長

平成13年６月 常務取締役ベンチャー事

業本部長

平成14年４月 常務取締役ベンチャープ

ロダクト事業本部長

平成16年４月 常務取締役製造販売技術

事業本部長

平成18年４月 常務取締役環境事業本部

長

平成27年４月 取締役インフラ事業本部

本部長代行兼製造部長

（現任）
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候補者
番 号

氏 名
（生年月日）

略 歴、 地 位、 担 当 及 び
重 要 な 兼 職 の 状 況

所有する当社
の株式の数

当社との
特 別 の
利害関係

６

高
たか

田 辰 男
だ たつ お

(昭和31年

１月11日生)

株
平成７年４月 当社入社

2,900 な し

平成９年４月 不動産開発部設計室長

平成11年４月 ベンチャー事業部設計室

マネージャー

平成12年４月 フューチャー事業部設計

室グループゼネラルリー

ダー

平成13年４月 フューチャー事業部一級

建築士事務所長

平成17年６月 執行役員

不動産開発事業本部一級

建築士事務所長

平成22年２月 執行役員

不動産開発事業本部一級

建築士事務所長兼エンブ

ルネット事業部長

平成22年６月 取締役不動産開発事業本

部一級建築士事務所長兼

エンブルネット事業部長

平成24年２月 取締役レジデンス事業本

部副本部長兼企画管理部

長

平成24年12月 取締役レジデンス事業本

部副本部長兼エンブル事

業部長

平成27年４月 取締役エンブルマネジメ

ント事業本部副本部長兼

エンブルマネジメント部

長（現任）
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候補者
番 号

氏 名
（生年月日）

略 歴、 地 位、 担 当 及 び
重 要 な 兼 職 の 状 況

所有する当社
の株式の数

当社との
特 別 の
利害関係

７

秋
あき

野 　 徹
の とおる

(昭和29年

９月18日生)

株
平成19年１月 当社入社

1,000 な し

平成19年３月 不動産開発事業本部市場

開発部長

平成23年２月 執行役員不動産開発事業

本部市場開発部長

平成24年２月 執行役員不動産開発事業

本部副本部長兼市場開発

部長兼地域開発部長
平成25年４月 執行役員不動産開発事業

本部副本部長兼市場開発

部長兼住宅開発部長
平成26年６月 取締役不動産開発事業本

部副本部長兼市場開発部

長兼住宅開発部長
平成27年４月 取締役不動産開発事業本

部副本部長兼不動産開発

部長（現任）

８

赤 堀 　
あかほり

一 通
かずみち

(昭和24年

１月27日生)

株
昭和53年２月 土地家屋調査士兼行政書

士事務所開業

3,000 な し

平成９年５月 静岡県土地家屋調査士会

常任理事就任

平成13年４月 静岡県土地家屋調査士会
静岡市支部長就任

平成27年５月 静岡県土地家屋調査士会
長就任（現任）

　(注) １. 赤堀一通氏は、社外取締役候補者であります。

２. 赤堀一通氏につきましては、土地家屋調査士としての専門的な知識や長

年の経験等を当社の経営にいかしていただくため、社外取締役として選

任をお願いするものであります。なお、赤堀一通氏は社外取締役となる

こと以外の方法で直接会社経営に関与された経験はありませんが、上記

の理由により社外取締役としての職務を適切に遂行していただけるもの

と判断しております。
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　第４号議案　監査役１名選任の件

　監査役松山和弘氏は、本定時株主総会終結の時をもって任期が満了いたしま

す。つきましては、監査役１名の選任をお願いいたしたいと存じます。なお、

本議案につきましては、監査役会の同意を得ております。

　監査役候補者は次のとおりであります。

氏 名
（生年月日）

略 歴、 地 位 及 び
重 要 な 兼 職 の 状 況

所有する当社
の 株 式 の 数

当社との
特 別 の
利害関係

松 山 　
まつ やま

和 弘
かず ひろ

(昭和21年

８月25日生)

株
平成16年３月 静岡県警察浜松中央警察

署長

― な し

平成17年３月 静岡県警察警備部長

平成18年３月 同上退職

平成18年４月 浜名湖競艇企業団保安担

当部長
平成23年３月 同上退職

平成23年６月 当社監査役就任（現任）

　(注) １. 監査役候補者松山和弘氏は、社外監査役候補者であります。

２. 松山和弘氏につきましては、長年警察業務に従事し、培われた専門的な

知識・経験を当社の監査体制にいかしていただくため、社外監査役とし

て選任をお願いするものであります。なお、松山和弘氏は社外監査役と

なること以外の方法で直接会社経営に関与された経験はありませんが、

上記の理由により社外監査役としての職務を適切に遂行していただける

ものと判断しております。

３. 松山和弘氏の当社社外監査役就任期間は本総会終結の時をもって４年と

なります。

第５号議案　役員賞与支給の件

当期末時点の取締役４名に対し、当期の業績等を総合的に勘案して、役員賞

与総額79,500千円を支給することといたしたいと存じます。

　第６号議案　取締役報酬額改定の件

　取締役の報酬額は、平成24年６月22日開催の第44期定時株主総会において、

年額300,000千円以内（使用人兼務役員の使用人分の給与は含まない）としてご

承認いただき現在に至っておりますが、その後の経済情勢の変化並びに経営陣

強化に伴う役員構成の変更等を考慮し、取締役の報酬額を年額400,000千円以内

（使用人兼務役員の使用人分の給与は含まない）と改定いたしたいと存じます。

　なお、現在の取締役の員数は７名でありますが、第３号議案が原案どおり承

認可決されますと取締役は８名（うち社外取締役１名）となります。

以 上
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青葉
交番

青葉公園

区役所

江川町通り

第１ヨシコン
常磐町ビル
(本社)

ドンキホーテ
パルコ

スクランブル

国道１号線

至藤枝 至清水

静岡駅

アイワンビル

1192
パーキング

昭
和
通
り

両
替
町
通
り

呉
服
町
通
り

株主総会会場ご案内図

静岡県静岡市葵区昭和町６番の２

アイワンビル ７階 アイワンホール
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